



































































































































































































































　なお、Xは、平成22年 3 月19日、訴外D社に対し、本件株式950株を 1 株
当たり33万5,000円（合計 3 億1,825万円。なお、取得費は 1 株当たり 7 万
2,492円の合計6,886万7,400円。）で譲渡するとともに、同年10月20日、C税理
士に対し、本件株式3,100株を 1 株当たり 1 円（合計3,100円。なお、取得費






















































































































































































































































































































































（ 1）国税不服審判所平成 9年 5 月30日裁決（裁決事例集53巻205頁）、同平成13年 5 月
24日裁決（裁決事例集61巻246頁）、同平成16年 5 月17日裁決（裁決事例集67巻401
頁）。
（ 2）最高裁昭和50年 5 月27日第三小法廷判決（民集29巻 5 号641頁）。
















































































































学561号 4 頁、 7頁）。
（34）佐藤・前掲注26、126頁。
（35）佐藤・前掲注26、129頁。
（36）佐藤・前掲注26、128頁。
（37）なお、株式の相対取引では、価額等について当事者が恣意的に操作することも十
分あり得ることから、経済的価値の判断に当たってはその実質を慎重に判断すべきと
指摘するものとして、柴由花「破産宣告を受けた会社の株式の譲渡所得の資産性」ジ
ュリ1350号113頁がある。
（38）牧迫洋行「判批」訟月62巻 7 号1303頁。
（39）我妻純子「判批」税法学576号180頁。
（40）西中間・前掲注30、205頁。
（41）谷口・前掲注13、288。
（42）租税回避を、従来の通説的な定義に従い、例えば「課税要件の充足を避けること
による租税負担の不当な軽減又は排除」などと捉えるとすれば（清永・前掲注 7、42
頁）、本件は課税要件の充足を免れているわけではないため「租税回避」には該当し
ない。課税要件の充足の有無の観点からすれば、本件は、課税要件の充足を図ること
で税負担の軽減を図る行為といえるため、「節税」ということになろう。もっとも、
ここでは、金子宏教授が述べられるように、「私法上の形成可能性を異常または変則
92
的な…態様で利用すること（濫用）によって、税負担の軽減または排除を図る行為」
のことを、租税回避と呼ぶこととする（金子・前掲注 5、127頁）。
（43）「租税回避の試み」について、酒井克彦「租税回避・脱税に対するアプローチ試
論」税大ジャーナル28号 6 頁。また、同「我が国における租税回避否認の議論」フィ
ナンシャル・レビュー126号141頁以下も参照。
（44）佐藤英明・前掲注26、130頁。
（45）酒井克彦『レクチャー租税法解釈入門』59頁（弘文堂2015）。
（46）縮小解釈によって、納税者の租税回避の試みを否定した事例として、いわゆる逆
ハーフタックスプランの満期保険金に係る一時所得の金額の計算について争われた最
高裁平成24年 1 月16日第一小法廷判決（集民239号555頁）がある。同事件では、第一
審福岡地裁平成22年 3 月15日判決（税資260号順号11396）及び控訴審福岡高裁平成22
年12月21日判決（税資260号順号11578）が、文理を重視し課税庁の処分を違法なもの
としていたが、上告審において原審判断が覆された。同最高裁は、所得税法34条《一
時所得》 2項にいう「支出した金額」の意義について、「一時所得に係る収入を得た
個人が自ら負担して支出したものといえる金額」と縮小的に解釈することで、納税者
の主張を斥けたのである。法の趣旨を加味し、文理ではそれに反する結果が導き出さ
れるときに、目的論的解釈（縮小解釈）により解決を図るという点は、本件判決も同
様のものであると解される。
